様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　 　　2024年　1月　8日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）か）たかやま
                              　一般事業主の氏名又は名称 株式会社高山
（ふりがな）たかやま　ともたけ
                              （法人の場合）代表者の氏名　高山　智壮    印
住所　〒985-0021
　　宮城県塩釜市尾島町10‐18

法人番号　5370601000522　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	『詳細｜DXの取り組みについて』


	公表日
	　　　　2022年　1月　12日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.tkym.co.jp/dx_attempt/detail/
『詳細｜DXの取り組みについて』
「（1）経営の方向性及び、情報処理技術の活用の方向性」

	記載内容抜粋
	弊社は、外部環境とデジタル技術の急速な進歩を、「ピンチをチャンスに変える」を合言葉に、数多くのデジタル化・新しい働き方、新しい顧客提供価値の創造にチャレンジしてきました。コロナ前は地元中小企業様への訪問対応が常識でしたが、オンラインセールス、動画、デジタルマーケティング、オンラインセミナー等の新たな価値を提供してきました。そして、これからは文具店のスペースをDXを体験体感できる、新たな顧客体験価値を提供して参ります。中小企業様の働き方改革に役立つ体験型ツアーとなっており、弊社で実際に実践してきたDX事例を、実際に体験してもらいながら、中小企業にDX経営のインパクトを感じて頂き、DX経営支援事業が大きく進化、発展しました。

私達が提供する価値は、自社で実際に情報収集し実践体験したITツール、テレワーク、ワークフロー、クラウド、RPAや、新しい働き方・新しい働く場の体験情報を提供するビジネスモデルに変革しました。
　現在クラウドツール等は山ほどあり、何を選んでいいか分からない。どう活用したらいいか分からない。というのがDX推進の一つの課題になっています。そこで、自社が徹底して調べ活用してきた事例を、来店もしくはオンラインや動画で体験・体感して頂き、自社に活用できると思ったデジタル化を導入支援という形で伴走しながら、成功に導いていきます。
　また、DX経営の最大の課題はIT人財の不足です。私達は自社で実践してきたDX人財が、お客様の外部DXメンバーとして、共にお客様先でDXの変革を伴走していく価値を発揮しています。具体的には、DX体験ツアー、Webセンニン、kintone絆走支援、Micorosoft365活用支援などの新サービスを開発し、数多くの中小企業様に貢献してきました。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年11月9日　取締役会にて全承認を得た内容を、公表媒体に記載している事項となります。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	『詳細｜DXの取り組みについて』

	公表日
	　　2022年　1月　12日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.tkym.co.jp/dx_attempt/detail/
『詳細｜DXの取り組みについて』
（2）企業経営及び、情報処理技術の活用に関する具体的な戦略について

	記載内容抜粋
	DX経営導入支援を実現する為の戦略は下記を実践していきました。
・文具店からDX経営を体感できるライブオフィスへの変革
・DX企業、パートナーとのオンライン通じての共創、共同セミナー
・自社での圧倒的DXチャレンジと実践、高速PDCA
・DX経営導入支援のサービスラインナップの変革　詳細は別ページ
・上記刷新と共に、会社HP、パンフレット、名刺、看板の刷新
・デジタルマーケティングとリアルセールスの融合
・LPサイトと動画、SNS発信強化
・新たなDXへの挑戦（BI,クラウドRPAの活用）


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年11月9日　取締役会にて全承認を得た内容を、公表媒体に記載している事項となります。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.tkym.co.jp/dx_attempt/detail/
『詳細｜DXの取り組みについて』
（2）① 戦略を効果的に進めるための体制について

	記載内容抜粋
	
2021年1月11日に事業承継、代表交代を行いDX・サイバーセキュリティ対策に強みがある高山智壮が代表取締役就任
DX経営導入支援を７サービスに分け、そのサービス毎のチームのリーダーが各DXのチームリーダーとして事業責任を負いながら、各チームと連携・共創していく組織体制に改変いたしました
新卒・中途採用もDX人財採用に強化しております
※特にDXアドバイザー、ネットワークエンジニア、プリセールス、プロジェクトマネージャー人財採用を強化しており、そのペルソナ向けのインターン・LPサイトを構築
各DX支援サービストップパートナーとの連携があり、その企業との情報交換、コラボセミナーを通じて新たな価値創造の土台を構築しています



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.tkym.co.jp/dx_attempt/detail/
（2）① 戦略を効果的に進めるための体制について

	記載内容抜粋
	・全社員がテレワークできる環境は完備されています。
　ノートPC、クラウド化・リモート化、オンライン会議、チャット、電子申請関係整備。
・オフィスもフリーアドレス、ABWとシーンに合わせて生産性が高まる環境整備
・今後は、クラウドRPAを導入することで、クラウド系サービスとレガシーシステムとのAPI連携が取れる様になり、バックオフィス業務のDXに取り組み、インボイス、電子帳簿保存法対応完了済。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	『詳細｜DXの取り組みについて』

	公表日
	　　　2022　年　1月　12日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.tkym.co.jp/dx_attempt/detail/
（3）戦略の達成状況に係る指標について

	記載内容抜粋
	・一人当たり人時生産性　＝粗利／総労働時間
　DXを推進する上で最も重要な指標が、一人当たり人時生産性です。デジタル化、DX化の取組を通じ
　①どれだけの生産性つまり売上を最大にしているか。
②経費を最小にしているか。
③総労働時間を適正に出来ているか
この３点の数値・指標が最も弊社の企業価値創造に関する指標となります。

①売上最大化、②経費最小化の視点から
・粗利成長性　粗利率
・顧客数、購入単価平均、購入回数
・顧客満足度調査
の指数が重要になってきます。

③総労働時間適正化を把握するために
・総労働時間の減少推移
・採用数、離職率
・社員満足度調査
が重要な指数となってきます。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2022年　1月　12日


	発信方法
	https://www.tkym.co.jp/company/greeting/
「代表挨拶」

	発信内容
	​私達は「ピンチをチャンスに変える」を合言葉に、新時代に適応できる「創造と変革」に挑戦し続けてきました。​テレワーク、サイバーセキュリティの強化、商談・打ち合わせのオンライン化、デジタルマーケティング、DX働き方改革等を通じ、​「生産性」と「お客様提供価値」が向上。その影響もあり、優秀な人財採用も加速し、気付けば約1年で人時生産性が123％も成長していました。​
この、自社の実体験に裏打ちされた経験・ノウハウが中小企業の数多くの問題解決に役立てると確信しています。​社員がイキイキ働き、残業を抑制しながら生産性の向上する仕組み。コロナ禍での新しい集客・採用の仕組み。​私達は問いました。　「これからの私達の提供価値はなんだろうか？」​その答えは、新しいTAKAYAMAです。​
TAKAYAMAはこれから、「DX・働き方改革の挑戦を支援する御社の一員」となります。​
創業から大切にしてきた経営理念である、お客様の満足、社員幸福、会社繁栄をじ、社会貢献を実現していきます。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2023年　11月頃　～　　　2023年　12月頃


	実施内容
	・DX推進指標自己診断フォーマットにて自己診断シートを別紙を実施。
・四半期毎の全社会議の全体論点に「自社のDX化の課題と今後のアクションプラン」と題し、ディスカッションを行い、課題を明確化・共有した上で各チーム、メンバーに具体的なアクションプラン立案までする場を設けている。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2023年　12月1日～　2023年　12月22日


	実施内容
	・弊社は情報セキュリティマネジメント資格合格者が４名在籍しています。
・毎年１回全体で情報セキュリティ勉強会を開催しております。
・年１度のセキュリティ監査、PDCAを行っております。
・宮城県警察本部サイバーセキュリテイ対策課から、これまでにサイバーセキュリティ講演を委託を受け、これまでに200講演以上の実績がございます。
・その為、宮城県警察本部サイバーセキュリテイ課と連携し、常にサイバーセキュリティの最新情報を社内、社外に共有しております。
・SECURITY ACTION二つ星宣言　企業です。
・サイバー攻撃、情報漏洩シュミレーションの「インシデント演習」を2023年12月４日に社内開催。パートナー企業様と12月21日に開催



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

